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コロナ禍でも堅調なソフトウェア投資 
～設備投資の本格回復に向けた嚆矢になるか？～ 
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■ 2018 年以降、企業のソフトウェア投資が大幅に増加

民間企業のソフトウェア投資（法人企業統計ベース）は、コロナ禍前の 2018～19 年に急増した（図表

1）1。2020 年以降は感染拡大による経済活動の停滞を受けてやや減速したものの、ソフトウェア投資は増

加傾向を維持している。ソフトウェアを除く設備投資（主に機械・建設投資）がコロナ禍で落ち込み、そ

の後の回復ペースも弱いこととは対照的な動きだ。 

ソフトウェア投資の拡大は、業種別にみると、特に建設業や小売業等の非製造業で顕著である（図表 2）。

これらの業種ではソフトウェアを除く設備投資が伸び悩んでいることから、企業は業容拡大（能力増強）

以外の目的でソフトウェア投資を実行している可能性がある。例えば、建設業では建設機械の自動化・遠

隔化、小売業ではセルフレジの導入等、効率化・省力化を目的とした投資が行われているようだ2。 

このように、企業が効率化・省力化を目的としたソフトウェア投資を積極化している背景には、深刻な

人手不足がある3。日銀短観の雇用人員判断 DI（プラスが人手余剰、マイナスが人手不足を示す）をみる

と、2010 年代後半にかけて急速にマイナス幅が拡大し、2018～19 年のピーク時には企業の人手不足感が

図表 1 設備投資（実質値）の推移 図表 2 業種別設備投資（2017～22年の変化） 

 
 

（注）1.季節調整値 

   2.物価指数を用いて筆者が実質化した値。詳細は文末脚注 

（出所）財務省「法人企業統計」、日本銀行「企業物価指数」「企業

向けサービス価格指数」「最終需要・中間需要物価指数」よ

り、みずほリサーチ＆テクノロジーズ作成 

（注）全規模、名目ベース 

（出所）財務省「法人企業統計」より、みずほリサーチ＆テクノロジ

ーズ作成 
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1990 年代初頭と同等の強さであったことがうかがえる（図表 3）。その後、新型コロナウイルス感染拡大

に伴って人手不足感は一時的に緩和したものの、経済活動の再開を受けて再び逼迫した。特に人手不足が

深刻なのは非製造業である。水際対策の緩和により昨年末以降にインバウンド客が急回復したことに加え

て、飲食や宿泊といった一部の対人接触型サービスではコロナ禍で雇用環境が不安定化したことから労働

者の離職が進み、人手の確保を難しくしている可能性がある。 

中長期的にも、人手不足はさらに進行する可能性が高い。生産年齢人口（15～64 歳）は 2000 年頃から

減少局面に突入しており、2025 年頃から減少ペースが一段と加速すると見込まれている4。パーソル総合

研究所・中央大学（2020）は、2030 年時点で労働供給が 6,429 万人まで減少し、644 万人もの人手不足

（需要超過）が発生すると推計している。この大幅な人手不足を補うには、女性や高齢者のさらなる労働

参加を促すことに加えて、労働生産性の向上が避けて通れない。労働生産性を引き上げるには効率化・省

力化が必要であり、企業の積極的なソフトウェア投資が求められる5。 

また、コロナ禍を機にリモートワークや EC といったデジタル化への対応が加速した点も、ソフトウェ

ア投資の押し上げ要因になっているとみられる。実際、2020 年における日本のデータ通信量は前年比＋

49.8％と大きく増加した（2017～19 年の 3 年間は平均して前年比＋20％程度）6。こうしたデジタル化へ

対応するための具体的な取り組みとして、企業は既存システムの更新、情報のデータ化、プロセス改善、

全社的なデータ連携等を進めているとのアンケート調査があり（図表 4）、それにあわせてソフトウェア投

資が増加しているとみられる。 

■ ソフトウェア投資の増加は、将来の設備投資を構造的に押し上げる要因に

ソフトウェア投資の増加により、企業の設備投資全体に占めるソフトウェア投資の比率が高まっている。

法人企業統計から計算したソフトウェア投資比率（図表 1 と同様に実質化）は、2015～17 年は 7％台だっ

たが 2022 年末には 10％超まで上昇した。こうしたソフトウェア投資比率の上昇は、将来の設備投資にプ

ラスの影響があると考えられる。 

ソフトウェアの償却率は、機械や建物といった他の形態の設備に比べて高く（図表 5）、ソフトウェア投

図表 3 雇用人員判断 DI 図表 4 デジタル化の取り組み内容 

 
 

（注）全規模ベース、2003年9月調査以前は旧基準系列を接続 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」より、みずほリサー

チ＆テクノロジーズ作成 

（出所）日本政策投資銀行「全国設備投資計画調査」より、みずほリ

サーチ＆テクノロジーズ作成 
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資比率が高まれば企業設備全体の平均的な償却率も上昇する。高い償却率のもとで同じ生産能力を維持す

るには、より多くの設備投資を実行して償却分を回復しなければならない。すなわち、ソフトウェア投資

比率の上昇によって構造的に更新投資が出やすくなるということだ。実際、企業によるデジタル化の取り

組み内容も、「既存システムの更新」が最多の回答割合を占めている（図表 4）。 

■ 設備投資の本格回復に向けた好循環実現には、人的資本投資等の政策支援も重要

人手不足・デジタル化に対応するためのソフトウェア投資に加え、カーボンニュートラルの達成に向け

た脱炭素対応の加速も相まって、企業の設備投資意欲は強い。3 月に公表された 2023 年 1～3 月期の法人

企業景気予測調査では、2023 年度の設備投資計画（ソフトウェア含む・土地購入額除く、全規模・全産業）

が前年比＋9.1％と、2022 年度計画（2022 年 1～3 月期調査：同＋8.2％）同様に高い伸びとなった7。ま

た、内閣府が実施した「企業行動に関するアンケート調査」では、先行き 3 年間の設備投資額の平均増減

率が 2010 年代には＋4％強だったが、2021・2022 年度調査では＋6％超まで上昇した（図表 6）。この結

果は、企業の設備投資意欲が短期的だけでなく、中期的にも積極化しつつある可能性を示唆している。 

1990 年代にバブル崩壊と金融危機を経験した日本企業の課題として、過剰雇用・設備・債務のいわゆる

「3 つの過剰」（1999 年度経済白書）が指摘されてから、およそ四半世紀が経過した。その間、リーマン

ショックやコロナ禍もあって設備投資は緩慢な伸びにとどまったが、ここにきてようやく本格的な回復の

兆しがうかがえるようになった。もちろん、現時点では深刻な人手不足への対応のように、必要に迫られ

て設備投資を実施している面も大きいとみられる。今後は、そうした投資が生産性の上昇を通じて企業の

収益拡大につながる好循環を実現できるかが、設備投資回復の持続性を見極める上で重要になるだろう。 

ソフトウェア投資の拡大を通じ生産性を向上させるには、利用する労働者に十分な IT スキル・ノウハウ

が求められる8。それゆえ、ソフトウェア投資は、IT 人材を育成するための人的資本投資と両輪で進める必

要があるだろう。とりわけ、中小企業では人的資本投資を実施する経営体力がない事業者も一定数存在す

ると見られ、公的職業訓練を始めとする政策的支援の拡充が望まれる。 

  

図表 5 設備投資の形態別償却率（2021年） 図表 6 今後 3年間の設備投資見通し 

  
（出所）内閣府「国民経済計算」より、みずほリサーチ＆テクノロジ

ーズ作成 

（注）名目値 

（出所）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」より、みずほリ

サーチ＆テクノロジーズ作成 
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